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技術分野全体での位置づけ 
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「次世代輸送系システム設計基盤技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「次世代輸送系システム設計基盤技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 

宇宙輸送系は宇宙活動のインフラストラクチャの一つであり、その確立を

国の重要な政策とすることが明確化されている。本プロジェクトは、日本が

得意としている IT や AI 技術を設計基盤技術に応用し、ロケット開発にお

ける工期短縮と運用コスト削減に貢献する開発支援ツールの開発を目指し

たものである。ロケット本体の推進性能の向上に主として取り組んできたこ

れまでの我が国のロケット開発において力点が置かれることのなかった課

題に挑戦する意欲的なプロジェクトであり、国際競争力の強化と宇宙機器産

業の活性化に寄与する。本プロジェクトに含まれる 4 つの個別テーマ、すな

わち①ヴァーチャルプロトタイピング技術、②高度信頼性飛行制御検証技術、

③次世代 LNG 制御システム技術、④ミッション対応設計高度化技術は全て

完了し、初期の目標を達成した。これらの技術の多分野への波及効果も十分

に期待される。 
また、プロジェクト実施によって、目標としていたロケット開発技術の基

盤を強化する研究成果の他に、人材育成の効果が得られていることも同様に

評価できる。 
ただし、本技術は実際のロケットで実証する必要があり、その成果を実用

化につなげるべきである。当初の実用化計画であった GX ロケットは政府決

定によって開発中止となったため、H-IIA、H-IIB、イプシロンロケット等へ

の適用も考慮するのが望ましい。 
 
２)今後に対する提言 

  宇宙輸送系の設計高度化・迅速化・信頼性向上への対応は、国際競争力強

化と宇宙産業活性化のために必須であり、本プロジェクトで得られた技術を適

用して、次世代ロケットの運用のためのシステム設計基盤技術を整備してゆく

ことは非常に有効である。 
現状では、評価はすべてシミュレーションベースであり、実際のロケット

システムへの適用および搭載人工衛星とのインテグレーションに関する実証

が不足しているため、モデルの妥当性の評価ができていない。できるだけ早く
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実際のロケットに適用し、そこでの評価を進めるべきである。そのことは、本

プロジェクトで育った人材の活用を促進し、人材の散逸防止にもつながる。 
また、海外打ち上げサービス会社の作業を十分に研究・分析することが必

須であると考えるが、その結果に基づき、見直すべき点があるならば、将来事

業にも反映するのが望ましい。 
日本のロケットが商用市場のシェアを獲得するためには、打上げに関連す

る関税制度や保険料の問題等を克服する必要があり、これらの問題についても、

実効のある解決策を作ってゆくべきであろう。 
プロジェクトで得られた成果は学会発表や特許申請に生かすことだけでな

く、可能なかぎり国際標準化して世界を主導できる立場をとれるよう努力すべ

きである。 
本プロジェクトで得られた成果・知見が、今後のわが国の宇宙活動の展開

に活用されることを期待する。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

    本プロジェクトは、ロケットの基盤技術を開発するものであり、わが国の

宇宙開発利用の根幹的インフラ開発に関わる。ロケット技術の重要性につい

ては、総合科学技術会議の「わが国の宇宙開発利用の基本方針」や宇宙基本

計画でも認識されている。本プロジェクトに含まれる４つの個別テーマとも

ロケット開発・運用時における工数削減、信頼性の向上を目ざしたものであ

り、宇宙産業イノベーションへの貢献は大きく、また、国際ロケット市場に

おいてわが国の国際競争力を獲得する上でも妥当な研究開発事業と考えら

れる。 
輸送系開発は宇宙活動のキーテクノロジーであるにもかかわらず、その経

費の膨大さおよび開発期間の長さから、大きなリスクを伴うものであり、民

間活動のみで遂行することは困難である。また技術波及が高く公共性も高い

ので、NEDO のように包括的な活動ができる機関で推進するのが望ましい。 
 
２）研究開発マネジメントについて 

                    本プロジェクトは、ロケットそのものを製作する技術ではなく、システ 
ム設計および制御に関する研究開発である。わが国はこれらの技術分野に

おいて経験が欧米より少なく、国際競争における弱みであったといえる。 
NEDO が研究開発全体の管理、執行を行い、(社)日本航空宇宙工業会と㈱

ギャラクシーエクスプレスが実施するという事業体制は、それぞれの特質が

生かされていて妥当であった。研究開発目標は定量的に設定されており、ロ
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ケットの開発と運用の効率化という目標のもとに一貫した方針が貫かれて

いる。当初実用化の出口と考えられていた GX ロケットは開発に関して大き

な情勢変化があり、実用化の担い手は㈱ギャラクシーエクスプレスから㈱

IHI に移ったが、計画は一貫して行われ、これに伴い、実証試験における実

証試験計画のデータ準備方式を見直し、実用化戦略も迅速に変更することが

できた。 
実用化可能性を高めるためロケット/宇宙システムのみならず、各種大規

模システム開発にも適用することとしており、㈱IHI が担い手となって実

用化候補先を開拓することとしていることは有効であり、今後もその努力

を続けるべきである。プロジェクトの実施過程では、成果の波及効果も考

慮し、他分野からも小委員会の委員を招聘しており、実施体制を強化した

ことは評価できる。 
 

３）研究開発成果について 
    本プロジェクトを構成する４つの個別テーマとも数値目標はクリアでき

た。特に、飛翔後解析・評価においては目標の 1.5 倍の作業量削減を達成し

たことは評価できる。また、工数削減のためのアイデアとしては、世界初、

あるいは世界最高水準を示しているものもある。個々の技術項目については

既存技術が適用されている部分もあるが、全体を統合してロケット開発技術

として有効にまとめ上げる研究開発が実施されており、高度なシステム技術

の実現は評価できる。本研究開発によりロケット打上げの成果を上げれば、

衛星ユーザーにも使用可能性を示すことができ、市場シェアの拡大につなが

ることが期待できる。また、IT を活用することで、ロケット打上げ作業の

うち、いままで人間の手に頼っていた部分が縮小でき、期間短縮と信頼性向

上に貢献できる。さらに、プロジェクトで実現できた複合技術の他分野への

応用可能性等をもっと広く考察すると成果の価値が高まるのではないかと

期待される。 
しかしながら、最終的にハードウェアを用いたシミュレーションの実証試

験ができていないことは弱点である。また、論文発表・特許出願件数等は妥

当であるものの、国際標準化への取り組みについて今後検討すべき課題と考

える。より多くの国民への説明にも意を用いるべきである。 
 
４）実用化の見通しについて 

       実際にロケットが開発されユーザーに提供された際には、成果がどの程 
度国際競争力につながったかの評価できたはずであるが、短期的出口として

の GX ロケットは開発中止になったため、中長期的出口としての各種ロケッ
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トへの適用という実用化イメージを立てざるを得ない。費やしたコスト、得

られた成果、育った人材に鑑み、今後、国内衛星のミッションへの試験的適

用を検討すべきである。その際、H-IIA、H-IIB、イプシロンの各ロケット

に適用される可能性はあると考えられる。GX という対象プログラムを失っ

たことで、ここまで培ってきた人材やノウハウの継承が困難な状態にあるが、

引き続き会社努力として研究開発の推進と人材確保の努力を継続すること

が望ましい。 
関連分野の波及効果の面からは、各種大規模システムへの適用可能性を

検討することも有効であり、特にヴァーチャルプロトタイピング技術が３

次元 CAD に人間の動作を組み込ませた人間工学的な視点からの設計問題

の早期発見を目指しており、比較的にロケット以外の他のシステム開発に

応用し易い汎用性ある技術であるといえる。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化の見通しに関する評価 今後に対する提言 
ミッション対応

設計高度技術の

研究開発 

商業衛星の開発・打上げの経験

が少ないわが国にとって、顧客か

らの要求に適切かつ迅速に対応

できるノウハウ蓄積は少ない状

況にある。本テーマは欧米との競

争力に対するこの弱点をミッシ

ョン対応設計管理技術の面から

補おうとするものである。その観

点からいえば、我が国の現状をよ

く理解した上で設定された定量

的目標値を達成したと評価でき

る。特にミッション対応設計情報

一元管理技術については、更に幅

広い知見を反映させることで、海

外商用打ち上げサービス会社の

標準形態とするべく働きかける

余地もあると考える。 
得られた成果により、今後ロケ

ット打上げの確実性および効率

性が加速されると考えられる。一

本技術は実際のロケット開

発・運用に適用されるべきであ

る。当初予定されていた GX ロケ

ットは政府決定によって開発中

止になり具体的な実用化計画は

ないが、今後、H-IIA、H-IIB、

イプシロンロケットへの適用は

十分可能性がある。 
ロケット打上げは総合工学の

典型であり、俯瞰的・横断的なセ

ンスを持つ人材が必要とされる。

ミッション対応設計というわが

国の経験の少ない技術領域に関

する研究であり、その意味では非

常に貴重な人材を育成している

といえる。 
 コンピュータサイエンスの適

用範囲が広がり、輸送機器産業、

エネルギー産業等広範囲な産業

分野に波及効果を及ぼす可能性

ミッション対応設計高度化技

術は作業時間削減、設計作業の前

倒し、打上げ判断の制度向上等を

通じて低コスト化実現に貢献で

きるであろうが、信頼性向上は実

際の打上げによって実証するし

かない。実証機会を増やすのは国

の宇宙政策に依存せざるを得な

いが、そのような機会を着実に捉

えるようロケット開発プログラ

ムの実施に対して、積極的な働き

かけを行うとともに、本研究成果

を数少ない実開発の場で使用し

ながら、より充実したものに育て

上げていく継続研究を期待する。 
また、ICD（Interface Control 

Document:インターフェース管

理文書）の情報の一元管理システ

ムなどの技術は、世界標準を目指

して継続するのが望ましい。 
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方、次世代輸送系システム開発全

体に対するインパクトがどの程

度あるのかが必ずしも明確では

なく、今回のプロジェクトにより

価格競争力が本当に身に付いた

かどうかは疑問が残る。システム

最適化に関する遺伝的アルゴリ

ズム（GA シミュレーション）を

ロケットのミッション解析に用

いることの可能性を示したのは

有効であるが、早い段階でそれを

実システムに適用して実質的な

評価を行うべきである。 

があり、社会全体の経済効果も大

きい。引き続き会社努力として研

究開発の推進と人材確保を継続

する努力を払うのが望ましい。 
 本テーマのコンセプトは、衛

星側ができるだけロケットの条

件に合わせるという現状のイン

タフェース設定から、リスクとコ

スト低減を考慮し、ロケット側の

許容範囲の中で、より衛星側に設

計自由度をもったインタフェー

ス設定を可能とする方法を提案

するものである。したがって、日

本よりも主流である海外メーカ

ーからの衛星供給を前提とする

と、十分に実績が築き上げられた

従来方式と異なるインターフェ

ース管理となるため、導入段階で

はまず大きな抵抗や、非効率な運

用、場合によっては過誤等の問題

が多発する可能性が考えられる。

円滑な導入と維持のためには、衛

星側（ユーザー）のヒアリングを
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十分行い、技術・契約両面での何

らかのインセンティブを用意す

ることが必須であろう。 
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評点結果 〔プロジェクト全体〕 

 

1.1 

2.3 

1.9 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A A A A B B A
２．研究開発マネジメントについて 1.9 A B C B B C B
３．研究開発成果について 2.3 A B B B B B A
４．実用化の見通しについて 1.1 B C C C C D B
（注）A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化の見通しについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果 〔個別テーマ〕 

 
ミッション対応設計高度技術の研究開発 

1.3

2.3

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 
個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

ミッション対応設計高度技術の研究開発 
 １．研究開発成果について 2.3 A A B B B B B
 ２．実用化の見通しについて 1.3 B B C C C B D

（注）A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

・  

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化の見通しについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 


